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第１章　本県農業・農村の現状

１　担い手

　農業者の高齢化や就業人口の減少が進んでおり、今後もその傾向が続くことが見込まれ
ています。本県農業を将来にわたり持続させるためには、新規就農者や認定農業者1など
農業生産の核となる人材をさらに確保し、時代の変化に柔軟に対応する多様な担い手を育
成する必要があります。

（1）個人経営体

　令和２年の個人経営体数は16,023経営体
であり、平成22年からの10年間で8,941経営
体減少（36％減）しています。

（2）基幹的農業従事者2

　基幹的農業従事者数は平成22年からの10
年間で7,460人減少（29％減）しており、平
均年齢は71.3歳（全国67.8歳）となってい
ます。

1　農業経営基盤強化促進法に基づき、５年後を目標として経営規模の拡大や生産方法・経営管理の合理化な
どを記載した農業経営改善計画を作成し、これを市町等から認定を受けた農業者。

2　自営農業に主として従事した世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者。
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（3）新規就農者

　新規就農者数は、平成28年度から令和２
年度までの平均で約143人となっており、
10年前となる平成22年度と比較すると約1.5
倍になっています。

（4）認定農業者

　認定農業者数は、近年1,700人前後で推移
しており、法人である認定農業者は増加傾
向にあります。

（5）経営規模別農業経営体

　経営規模が５ha未満の経営体は減少していますが、経営規模が５ha以上の経営体は増
加しており、平成22年からの10年間で５ha～10ha未満の農業経営体数は95増加（74％増、
全国７％減）、10ha以上の農業経営体数は85増加（83％増、全国18％増）しています。
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（6）女性の活躍

　女性起業数や家族経営協定3締結数は着実に増加しています。また、女性新規就農者は
平成27年度をピークに減少傾向、女性農業委員は平成27年度から横ばい傾向にあります。

3　家族で営農を行っている農業経営において、家族間の話し合いを基に経営計画、各世帯員の役割、就業条
件等を文書にして取り決めたもの。
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２　生産

　農業産出額は、近年800億円台で推移しています。国内外の産地間競争が一層激化するな
か、本県農業を競争力ある産業として持続させるためには、マーケットインの発想による
消費者ニーズに即した魅力ある農産物づくりとブランド化をさらに進める必要があります。

（1）農業産出額

　令和元年の農業産出額を部門別にみると、畜産（肉用牛、乳用牛、豚、鶏）が約40％、
野菜が約30％を占めています。
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（2）部門別農業産出額の推移

　平成22年と令和元年を比較すると、56億円の増加（７％増）となっており、なかでも、
肉用牛が21億円の増加（72％増）、果実が13億円の増加（26％増）となるなど、ブランド
化が進展している品目が伸びています。

（3）作付延べ面積と耕地利用率

　作付延べ面積は平成27年以降、毎年２％前後減少しており、令和元年は24,400haとなっ
ています。耕地利用率は近年80％台前半（全国91.4％）で推移しています。
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３　生産基盤

　担い手ニーズに即したほ場整備4を推進する必要があり、担い手への農地集積5について
も、さらに加速化する必要があります。また、核となる担い手だけですべての農地及び水
利施設6等の利活用や維持・管理を行うことは困難であると考えられることから、地域で
農地や生産基盤を支える体制を整備する必要があります。さらには、ため池の総合的な防
災・減災対策を積極的かつ計画的に推進することが求められています。

（1）耕地面積7

　耕地面積は道路などの非農業的
土地需要から、毎年減少傾向にあ
ります。令和２年は、前年より
200ha減少し29,700haとなっていま
す。

（2）ほ場整備

　令和２年度末のほ場整備率は
38.5％（全国の平成30年度66.4％）
となっています。

4　農作業の効率化を図るため農地の区画整理を行い、併せて用排水路や農道などを整備すること。

5　農地（耕作の目的に供される土地）を所有し、又は借り入れること等により、利用する農地面積を拡大す
ること。

6　農地へのかんがい用水の供給を目的とするかんがい施設や、農地における過剰な地表水及び土壌水の排水
を目的とする排水施設。

7　農作物の栽培を目的とする土地の面積（けい畔を含む）。
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（3）農地の集積

　担い手への農地利用集積面積は、近年30％前後（全国の令和２年度58.0％）で推移して
います。

（4）農業経営体当たりの経営耕地面積

　１経営体当たりの経営耕地面積は1.07ha
（全国3.01ha）で、10年前に比べて約23％
（全国41％）増加しました。また、経営耕
地面積に占める借入耕地面積の割合は
39.5％となっています。

（5）集落営農8組織

　集落営農組織数は、近年260組織前後で
推移しています。法人数は年々増加してい
ます。

8　集落等地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が農業生産を共同して行う営農活動。
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（6）ため池の整備

　保全や整備の必要性が高いため池については、地域の実情に即し、計画的に整備を進
め、令和２年度までに8,123か所（うち全面改修3,541か所）の整備を完了しています。

（7）荒廃農地9面積

　荒廃農地は、農家の高齢化や担い手不足、都市化・混住化の進行による基盤整備の停滞、
所有者不在などの理由から、毎年増加しています。令和元年度は、前年より311ha（全国
3,566ha）増加し7,454ha（全国283,536ha）となっています。

9　現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観的に不可能と
なっている農地。
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４　農村

　農村は、農業の営みを通じて、洪水の防止や水源のかん養、美しい自然環境などの多面
的機能を発揮してきましたが、過疎化や高齢化の進行により、相互扶助などの集落機能が
低下し、多面的機能の維持が困難となってきています。

　このため、農業者と地域住民などの協働活動を通じて、多面的機能の維持・発揮や集落
機能の維持、地域コミュニティの強化を図るとともに、これらの活動組織を担う地域リー
ダーを育成する必要があります。

（1）多面的機能支払制度

　平成26年度の日本型直接支払制度10の創設を契機に、多面的機能支払制度への取組みは
大幅に増加しました。近年は約13,000haの農用地面積で取り組まれています。

10　農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動に対して支援するもの。地域の農家や住民
による協働活動を支援する「多面的機能支払」、中山間地等の条件不利地のコスト差を支援する「中山間地
域等直接支払」、環境保全効果の高い営農活動を支援する「環境型農業直接支払」で構成。
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（2）グリーン・ツーリズム11

　観光農園や農林漁業体験施設等の利用者数は年々増加しており、令和元年度のグリー
ン・ツーリズム交流施設の利用者数は初めて17万人を超えましたが、新型コロナウイルス
感染症の影響から、令和２年度には大きく落ち込みました。

（3）鳥獣による農作物被害

　野生鳥獣による農作物被害面積は着実に減少しており、令和２年度には被害面積
124ha、被害金額108.7百万円となっています。

11　農山漁村で農林漁業体験や地域の自然・文化に触れながら、地元の人々との交流を楽しむこと。
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５　農政へのニーズ

　県民意識調査等によると、「農林水産業の振興」や「農山漁村の活性化」を必要と考え
る県民が３割以上を占めます。「身近な自然の保全」を求める声が７割にのぼる反面、「イ
ノシシなど野生鳥獣の適切な管理」も同程度求められており、鳥獣被害防止対策に依然と
して高いニーズが示されています。

　将来に向けて必要性を感じている施策として、災害への備えが整った「防災・減災社会
の構築」を求める声が多く、現行施策では「移住・定住の促進」に対する満足度が低い状
況です。
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６　全国における本県農業の位置

　本県の農業産出額（令和元年）は803億円で全国第35位となっています。部門別にみる
と米・麦類は第38位、野菜は第30位、果実は第34位、花きは第36位、畜産は第28位となっ
ています。

　恵まれた気候や立地条件のもと、全国に誇れる特色ある農産物が栽培され、県内はもと
より京浜や京阪神地域等に対し、新鮮で良質な農産物を供給しています。なかでも、県
花・県木であり、小豆島をはじめとする県内各地で栽培が広がっているオリーブと、主に
三豊市で栽培され、高品質な切り花として市場で高い評価を受けるマーガレットは、とも
に全国一の生産量を誇ります。ほかにも、ヒマワリや県オリジナル品種を開発したラナン
キュラスが、全国上位のシェアを占めています。
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